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研究成果の概要（和文）：本研究は以下の３点を明らかにした。(1)緑地の発生・残存のメカニ

ズムは，地形や土地利用の履歴に規定される。（2）緑地の"農"的再生により，防災機能や気候

緩和機能，バイオマスエネルギー供給機能を担保できる。（3）緑地の"農"的再生に資する管理

のあり方として，都市住民の緑地管理活動が高いポテンシャルを有している。 

 

研究成果の概要（英文）：  The study has identified that; (1)Distribution of vacant lots, 
agricultural fields and woodlands in sub-urban areas can be described by land form 
and the history of land use, (2)Three ecological functions as flood control, microclimate 
control and biomass energy supply can be maintained by agricultural restoration of 
open spaces, and (3) Management by urban residents has certain potential to restore 
open spaces. 
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1．研究開始当初の背景 
人口減尐や超高齢化の進行，人口の都心回

帰により，わが国の都市は近い将来，縮小に
転じると予想されている。それに伴い，とく
に郊外では，空閑地の増加が懸念される一方，
既存の農地・里山の管理放棄も問題となって
いる。発生・残存する緑地を計画的に再生す
るための方策が求められる。 
発生・残存する緑地の再生に際しては，"

農"を基調として再生していくことが重要で
ある。郊外の緑地の大部分を占める農地・里

山が有する生物相保全機能や食料生産機能
は，"農"が営まれなければ担保することがで
きない。さらに，近年，"農"に対する社会的
関心が高まっており，農地・里山のみならず，
空閑地までもが都市住民の需要を満たす緑
地として着目されるようになっている。しか
し，これまで，郊外で発生・残存する緑地や
その"農"的再生に関する研究はなく，研究蓄
積の不備が郊外における緑地の"農"的再生を
阻んできた。 

郊外における緑地の"農"的再生に向けては，
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以下の 3 つの課題について検討する必要があ
る。 
(1)どこに，どのような緑地が発生・残存する
のか？： 緑地の発生・残存のメカニズムが
わからなければ，緑化すべき方向性や管理指
針も見いだせない。しかし従来の研究は，都
市の拡大を前提としており，都市縮小という
社会情勢に対応できるものとはなっていない。 
(2)緑地はいかなる機能を発揮し得るのか？： 
郊外に発生・残存する緑地は，"農"的再生に
よって，食糧生産の場としての機能の他にも，
地域循環系の構築や洪水防止など様々な環境
保全機能を発揮することが期待できる。しか
し従来の研究は，こうした緑地の機能を伝統
的な農業経営や農村社会の文脈でしか語って
おらず，土地利用や社会構造の変容に対応で
きるものとなっていない。 
(3)誰が，どのように管理・運営していくの
か？： 衰退しつつある都市で，発生・残存
する緑地の"農"的再生を図る上では，管理を
全て農家や行政に託すことはできない。一方，
近年，都市住民による本格的な農的活動や里
山管理活動が，地域に根ざした新たなライフ
スタイルとして注目されている。農業の後継
者難や定年退職者の大量増加のなかで，都市
住民による本格的な緑地管理活動は今後，緑
地の新たな管理形態として社会に定着してい
く可能性がある。しかし，こうした活動の正
確な位置づけや，活動の発展に必要な制度の
再編方向については未検討である。 
 
2．研究の目的 
 以上の問題意識のもと，本研究は，都市の
縮小に伴って新たに発生する空閑地や残存す
る農地・里山といった緑地を計画的に制御・
維持し，"農"的再生を図るための整備・運営
指針を提示することを目的とした。具体的に
は，(1)緑地の発生・残存のメカニズムの解明，
(2)"農"的再生によって緑地が発揮する環境
保全機能の解明、(3)"農"的再生に資する都市
住民による緑地管理活動の実態解明，の 3 つ
の研究課題を遂行した。 
 
3．研究の方法 
(1)郊外における緑地の発生・残存メカニズム
の解明 
 空閑地・農地がどこにどのように分布して
いるのかを，以下の 2 点について把握した。 
 空閑地に関しては，千葉県柏市中南部の住
宅地を対象地に複数年次の空中写真・ゼンリ
ン住宅地図を用いて抽出し，その前後の土地
利用との組み合わせから分類した。次に，自
然環境条件として地形区分から空閑地の分布
状況を整理した。 
 農地に関しては，埻玉県比企郡鳩山町を対
象に複数年次の空中写真・地形図を用いて抽
出し，土地被覆ごとに分類した。次に，文献

調査・資料収集・農家や都市住民に対するヒ
アリング調査から土地被覆ごとの農地利用の
整理を行い，土地被覆の変化要因を整理した。 
 (2)"農"的再生によって郊外における緑地が
発揮する環境保全機能の解明 
 "農"的再生によって空閑地・農地・里山等
の緑地がそれぞれどのような環境保全機能を
発現する可能性を有しているのかについて整
理した。具体的には，以下の 3 つの機能につ
いて定量的な評価を行った。 
 空閑地に関しては，千葉県市川市を対象に
内水氾濫時の被害軽減の観点から評価を行っ
た。具体的には，複数年次の空中写真・ゼン
リン住宅地図あるいは現地調査によって空閑
地を抽出し，GIS のポリゴンデータとして整
理・分類した。次に地形図・基盤地図情報
（10mDEM）から谷底平野の幅，勾配，水系の
次数，の 3 指標から地形を分類し，内水氾濫
の受け易さを把握した。最後に谷底平野の分
類毎に，空閑地の分布・変遷の特徴を解明し
た。 

農林地に関しては，千葉県柏市・印西市を
対象に気温低減効果の観点から評価を行った。
具体的には，都市計画基礎調査の土地利用デ
ータを用いて農林地を抽出し，それらの面積
率，混在度ごとに観測地点を分類した。次に
観測地点ごとに移動観測機を用いて気温デー
タを取得した。最後に気温低減効果から土地
利用の特徴を解明した。 

里山に関しては，千葉県柏市を対象に CO2

固定/排出削減の観点からみた里山を含む緑
地のポテンシャルを換算した。具体的には，
空中写真を用いて樹冠被覆面積の推定と分類
を行った。次に把握された樹冠被覆面積の値
に対して，林分収穫表及び原単位を乗じ，炭
素固定重視型のシナリオ(A)，木質バイオマス
利用重視型のシナリオ(C)，およびその両者の
中間的なシナリオ(B)を想定した炭素固定量
と木質バイオマス発生量を求めた。そして，
ガス化発電 CHP プラントと，ペレット製造の
2 つの組み合わせ，電力と熱を供給するシナ
リオを想定し，各管理シナリオのエネルギー
供給可能量を算出した。 
(3)"農"的再生に資する都市住民による緑地
管理活動の実態解明 
 都市住民がどのような緑地管理活動に従事
しているのかを，以下の 2点について把握し
た。 

農的活動については，活動数や活動内容が
特徴的である，「援農ボランティア」「共同耕
作」の 2 タイプを対象に実態を解明した。対
象地域は，都市住民による農的活動が数多く
報告されている国分寺市を選定した。援農ボ
ランティアについては，制度の概要や参加者
の属性や受け入れ農家の特性を自治体へのヒ
アリングおよび参加者へのアンケート調査
（サンプル 23）から把握した。共同耕作につ



 

 

いては，自主耕作団体グリーンエイトを対象
に，ヒアリング調査を実施し，成立過程や活
動実態を把握した。 

里山管理活動については，千葉県船橋市を
対象に，里山管理市民団体「こぴすくらぶ」
へのヒアリング調査及びアンケート調査を実
施し，活動の実態把握を行った。具体的には，
活動の成立過程や作業内容，作業量などを把
握した。 
 
4．研究成果 
(1)郊外における緑地の発生・残存メカニズム
の解明  
①空閑地の発生・残存メカニズム 
 図－1 は地形区分と空閑地の発生・残存パ
ターンの関係を示している。 

空閑地の発生・残存パターンは，「長期残存
型」「短期残存型」「利用型」の 3 つに大分さ
れた。また，3 タイプの空閑地は台地・斜面
地・低地・人工改変地からなる 4 つの地形区
分上に分布していた。 
空閑地の発生・残存パターンと地形区分と

の関係性を整理すると，どのタイプの空閑地
も偏在していなかった。斜面地および低地上
では，「長期残存型」，「利用型」の空閑地が偏
在していた。人工改変地上では，「長期残存型，
「短期残存型」，「利用型」の空閑地が偏在し
ていた。 

以上のことから，台地上の空閑地は散発的
に発生・残存するため市民農園などの暫定的
な利用が有効であると考えられた。一方，低
地・斜面地・人工改変地は長期的な利用が想
定されるレクリエーション場として利用する
ことが有効であると考えられた。 

②非産業的利用がなされる農地の成立メカニ
ズム 

図－2 は、農地の非産業的利用の成立過程
を示している。 

水田については，過去において稲作利用さ
れていたものが，一部は，継続して販売を目
的とした農業的な利用がなされているものの，
生産調整や労働力不足を背景に，自給的な農
など非産業的な利用へと移行している水田も
多く確認された。 

一方，畑地については，過去、畑地におけ
る普通畑としての利用，桑畑(養蚕用)として
の利用，畑地(前栽畑)での野菜栽培の 3 タイ
プが存在していた。しかし，現況では，農家
の労働力不足，桑の経済価値の喪失を背景に，
畑地(前栽畑)や畑地(桑畑)の一部は，都市住
民に貸与され，都市住民による自給的な農な
どの非産業的な利用が行われている実態が明
らかとなった。 

以上のことから，農地の非産業的利用は，
かつては，農家の自給的な農の場であった前
栽畑に限られていた一方，現在は，相対的に
農業的利用価値が低下した未整備の水田や桑
畑等にまで拡大してきたことが明らかとなっ
た。今後は，非産業的利用がなされている農
地の活用を環境保全上の観点から検討してい
く必要があると考えられた。 

 
(2)"農"的再生によって郊外における緑地が
発揮する環境保全機能の解明 
①内水氾濫時の被害軽減の観点からみた空閑
地の分布・変遷と活用方策 
 表－1 は地形区分と空閑地の発生・残存パ
ターンの関係を示している。 

対象地の空閑地は，「長期間空閑地」，「短期
間空閑地」の 2 つに大分された。 

対象地の谷底平野は内水氾濫の受け易さか
ら谷底Ⅲ型(谷幅が広く，勾配が緩く，高次の

図－2． 農地利用の変化からみた農地の非産業的利用の

成立過程 

 

：土地利用，主体・目的ともに変化 

：土地利用のみ変化 

：主体・目的のみ変化 

：土地利用，主体・目的ともに変化無 

水田（未整備） 
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自家消費へ 

図－1．地形区分と空閑地の発生・残存パターンの関係 



 

 

谷底平野)＞Ⅱ型(谷幅が狭く，勾配が緩く，
低次の谷底平野)＞Ⅰ型(谷幅狭く，勾配が急
であり，低次の谷底平野)の順で危険性が高い
と判断された。 
 谷底Ⅰ型には，「長期間空閑地」が遍在した。
また谷底Ⅱ型には，「長期間空閑地」，「短期間
空閑地」が遍在した。一方，谷底Ⅲ型には「長
期間空閑地」，「短期間空間地」が遍在した。 
 以上，内水氾濫時の危険性から空閑地の活
用方策を考えると，最も危険度の高い谷底Ⅲ
型においては短期間空閑地が遍在するため，
これらを一定量確保し，被害軽減を図ること
が必要であると考えられた。 

 
②都市近郊における農林地の配置構造と夏季
の気温の関係 
 図－3 は，冷源の面積率，混在度による観
測地点の分類を，図－4 は，観測地点分類ご
との気温を示している。 
冷源となる農林地の面積率と混在度により，

観測地点をＡ～Ｇに分類した。全観測地に共
通して，冷源の面積率が低いＡが最も高温と
なり，逆に冷源の面積率が高いＧが低温とな
った。一方，冷源の面積率が低～中では，混
在度が上昇するほど気温が低下した。 
これは，本研究対象地において農林地の低

面積から中面積への面積率の上昇は，斜面林
に囲まれることを意味しており，斜面林の境
界線の増加により冷気が流出しやすくなった
ため，Ｃ→Ｄ→Ｅと台地面の端部に向かうに

つれて，気温が低下したと考えられた。また，
冷源の面積率が中～高への面積率の上昇は，
冷源である水田の増加を意味しており，谷壁
に斜面林があり谷底面の水田が多い場所に分
布したＧが最も低温になったと考えられた。 

以上から，夏季の気温低減効果から都市近
郊地域における農林地の配置を考える際には
規模だけでなく，農林地を適度に混在させる
ことが必要であると考えられた。 
③大都市郊外部における緑地管理及び木質バ
イオマス利用による CO2固定量/排出削減量の
推定 
 表－2は供給可能エネルギー量とCO2排出削
減量を示し，図－5 は木質バイオマス利用と
炭素固定による CO2削減効果を示している。 

木質バイオマスの潜在的なエネルギー供給
可能量に関しては，ガス化発電 CHP において
は，約 620～810 世帯へ電力供給が可能であり，
同時に約 880～1,160 世帯への熱(冷暖房)供
給が可能であった。ペレットによる熱供給は，
シナリオによってやや差がみられ，約 350～
1,290 世帯に供給可能であった。木質バイオ
マス利活用による CO2排出削減量は，約 2,560
～4,120t- CO2/yr とされ，炭素固定量の 2,000
～3,950t- CO2/yr を上回った。 
 木質バイオマス利用による CO2 排出削減量
と，炭素固定との和をみると管理シナリオＡ
（固定重視型）が，その他と比較してやや削

図－4．各グループの気温 

表－2．供給可能エネルギー量と CO2排出削減量 

図－5．木質バイオマス利用と炭素固定による CO2削

減効果 

表－1．地形区分と空閑地の発生・残存パターンの関係 

図－3．冷源の面積率，混在度による観測地点の分類 



 

 

減効果が高いものの，シナリオによって大差
はなく，固定重視か利用重視かに関わらず，
年間約 6,000～6,500t- CO2の削減が可能であ
ることが明らかとなった。 
 本研究で明らかにされた，年間約 6,000～
6,500t-CO2の削減量は，柏市全体の CO2排出量
(2,378 千 t- CO2：平成 16 年度実績)の 0.25
～0.27%にあたり，柏市地球温暖化対策計画に
おける削減目標値(478 千 t-CO2)の 1.3～1.4%
となる。 
(3)"農"的再生に資する都市住民による緑地
管理活動の実態把握 
①都市住民による農的活動の実態把握 
「援農ボランティア」とは，農家による農

作物の栽培や収穫，加工に対して都市住民が
ボランティアとして援助を行う活動である。
国分寺市では，「援農ボランティア制度」のも
と，現在，資格を有する約 80 名の都市住民が
ボランティアとして農的活動に従事している。
援農ボランティアの資格を得るためには，国
分寺市が提供する養成講座「市民農業大学」
を修了し,さらに，指導員の指導を受けずに都
市住民だけで農作物栽培を行う「自主研修」
を 10 ヶ月間の行う必要がある。自主研修を修
了した都市住民は，援農ボランティア人材バ
ンクに登録された後に農家に派遣される。図
－6 は，援農ボランティアの活動主体の属性
を示している。この図をみると，援農ボラン
ティアを行なっている都市住民は，60 歳代～
70 歳代かつ無職の者が多く，定年退職者層が
多いことが明らかになった。 
 一方,「共同耕作」とは，都市住民のグルー
プが農家と交渉し，農地を借り，作付計画か
ら収穫まですべてを主体的に行う取り組みで
ある。国分寺市には，本研究で対象としたグ
リーンエイトを含め，3 つの共同耕作団体が
存在する。グリーンエイトは，99 年に市民農
業大学８期生の有志によって結成された共同
耕作団体である。メンバー数は 20 名，70 歳
代の定年退職者が中心になっている。活動は，
府中市内に住む農家に交渉し，農地 6, 400 ㎡
を借りて行っている。現在では週に 2 回，6
～8 名のメンバーで，作付計画から収穫まで
すべてを行っている。現在ではきゅうり・な
す・トマト・ピーマン・さといも・トウモロ
コシなど約 70 種類の野菜と花卉の栽培が行
われている。農園の入口に野菜の直売所を設
け，その売り上げを農地の維持費やグリーン

エイトの活動費にあてている。結成のきっか
けは，市民農業大学の卒業を控えた 99 年夏に，
第 8 期生の班長が同期メンバーに呼びかけた
ことに始まる。活動農地は，労働力不足に陥
っていた農家を知人を通じて紹介してもらい，
農家と交渉をして，借り受けることとなった。
活動開始後の 1 年間，メンバーが，荒地とな
っていた農地の雑草やゴミの撤去作業を行っ
た結果，6,400 ㎡の農地すべてが耕作可能に
なった。さらに，メンバーの農業技術を信頼
した農家は 2005 年から作付計画を任せるよ
うになった。 
 以上より，従来の市民農園の枠にとどまら
ない，都市住民による本格的な農的活動の実
態が明らかになった。今後は，従来，余暇の
観点でのみ捉えられてきたこれらの農的活動
を，緑地の"農"的再生に資する管理として制
度的に位置づけていくことが重要である。 
 
②都市住民による里山管理活動の実態 
 里山管理団体「こぴすくらぶ」（以下こぴす
くらぶ）は，市民による里山管理団体であり，
平成17年2月に設立された。こぴすくらぶは，
所有者から ha あたり 30,000 円の委託金を得
て，里山管理を進めている。運営規定による
と，メンバーには活動 1 時間あたり 700 円の
謝金を与えることが定められており，無償の
ボランティア団体ではない。 
 こぴすくらぶの初期メンバーは，船橋市お
いて既に活動していた 2 つの里山管理団体の
所属者から，有志を募ることにより集められ
た。2010 年 4 月現在，船橋市では 6 つの里山
管理団体が活動しており，そのうち 5団体は，
船橋市主催の「里山整備養成講座」の卒業者
によって設立されている。新規に設立された
団体の所属者の中にも，こぴすくらぶのメン
バーとなった者が存在する。 
 主要メンバー24名の平均年齢は 64.5 歳で，
その 7 割が定年退職者である。24 名中 13 名
が労働安全衛生法に基づくチェーンソー講習
を，19 名が同法に基づく刈り払い機講習を修
了しており，さらに 5 名は自然観察指導員の

図－6．援農ボランティア活動主体の属性 
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大項目 作業日報への記載内容 活動内容

植生調査・作業前調査
標準地において，主要な高木の同定，樹高・胸高直径の測定を行うととも
に，階層別に主な構成種を同定し，目標林型・管理指針を定める

境界測量
測量機器を用いて，多角（トラバース）測量により，林分の面積を正確に測量
する作業

除伐・つる切り
チェーンソー・刈り払い機・ナタ・ノコギリを用いて，不要な中高木，枯死木，
低木・ササ，ツル植物等を取り除く作業

伐竹 林種転換を行うため，チェンソー・ノコギリを用いて竹林を皆伐する作業

地拵え・植栽
刈り払い機を用いて，雑草，雑木等を取り除いた上で，広葉樹（クヌギ・コナラ
等）や，針葉樹（抵抗性アカマツ・スギ等）の苗木を植栽する作業

下刈り
刈り払い機を用いて，植栽後の数年間，幼木の成長を阻害する下草等を刈
り取る作業　　※森林成立後のササ・低木等の除去は，「除伐」に含まれる

間伐
残存木の成長を促すために，針葉樹林の立木密度を疎にする作業
主にチェンソー，必要に応じて刈り払い機等を用いて行われる

枝打ち
節のない付加価値の高い材を得るために，針葉樹の下枝や枯枝を切り落と
す作業．ノコギリを用いた手作業で行われる

生産
薪割り機を用いて伐採木を薪へ加工したり，原木シイタケやタケノコの生産を
行う作業

防護柵設置
伐竹作業によって発生したタケを利用し，柵を編み込み，設置する作業
周囲からの見通しがよく，目立つ林分に対して設置される

その他

生産・環境整備

事前調査

初期整備

保育作業

ゴミ拾い，絆の森整備事業検査・書類作成，イベント片づけ，チップならし・砂利敷き　等

表－3．活動内容 



 

 

資格を取得している。 
表－3 は，作業日報に見られた活動内容で

ある。こぴすくらぶの管理活動は，ⅰ)里山に
対する専門的調査により管理指針を決定し，
ⅱ)初期整備を経たのち，ⅲ)保育作業を行い，
ⅳ)その間に発生した木材や竹材を，薪や防護
柵等に加工するといったように，管理に関連
する一連の流れに特化したものであると理解
することができる。 

図－7 は，各活動の投下量を集計した結果

である。活動投下量は，夏季が約2,000～2,400

人・時，冬季が 3,000～3,500 人・時であった。

活動日数は，2008 年度が 95 日，2009 年度が

84 日であり，概ね年間 90 日間の活動を行っ

ていた。月あたりの活動日数は，約 8 日間で

ある。市民団体が管理活動を行う平均的な頻

度は，月に 1～3 回とされるため，こぴすくら

ぶにおいては，他団体と比較して高頻度で活

動が行われ，それに応じて年間の活動投下量

も高い値になっていると考えられた。 

以上より，従来の余暇を主目的とした里山

管理活動の枠にとどまらない，都市住民によ

る本格的な里山管理活動の実態が明らかにな

った。 
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